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政策評価部会の構成員について（案） 
 

平成２０年１０月 日 
原子力委員会決定 

 
 
「政策評価部会の設置について」（平成１８年４月１１日原子力委員会決定）に基づ

き、政策評価部会において「エネルギー利用」に関する政策分野を担当する専門委員を

別紙のとおり指名する。 
 
 



別紙 
 

「エネルギー利用」担当の専門委員（案） 
 

井川陽次郎 読売新聞東京本社 論説委員 

石榑 顕吉 日本アイソトープ協会 常務理事 

出光 一哉 九州大学大学院工学研究院 教授 

内山 洋司 筑波大学大学院システム情報工学研究科 教授 

河瀬 一治 全国原子力発電所所在市町村協議会 会長 

岸野 順子 サンケイリビング新聞社 エリア事業局埼玉本部 部長 

古川 英子 消費科学連合会 企画委員 

長﨑 晋也 東京大学大学院工学系研究科 教授 

堀井 秀之 東京大学大学院工学系研究科 教授 

山口 彰  大阪大学大学院工学研究科 教授 

山名 元  京都大学原子炉実験所 教授 

和気 洋子 慶應義塾大学商学部 教授 

 



参考 

政策評価部会の設置について 
 

平成１８年４月１１日 
平成１８年９月５日改正 
原 子 力 委 員 会 決 定 

 
１．趣旨 
原子力政策大綱において、「原子力の研究、開発及び利用の基本的目標を達成するた

めに国が行う施策は、公共の福祉の増進の観点から最も効果的で効率的でなければなら

ない。」としており、国及び独立行政法人に対して、その活動について多面的かつ定量

的な評価を継続的に実施し、改善に努め、国民に説明していくことを求めている。また、

原子力委員会も「関係行政機関の原子力に関する施策の実施状況を適時適切に把握し、

関係行政機関の政策評価の結果とそれに対する国民意見を踏まえつつ、自ら定めた今後

１０年程度の期間をひとつの目安とする原子力の研究、開発及び利用に関する政策の妥

当性を定期的に評価し、その結果を国民に説明していくこととする。」と示している。

そこで、原子力政策大綱において示している基本的考え方に基づき、原子力委員会にお

いて、政策評価部会を設置し、原子力の研究、開発及び利用に関する政策の妥当性の評

価等を行う。 
 
２．構成 
原子力委員会委員長及び委員並びに原子力委員会の指名する参与又は専門委員をもっ

て構成する。 
なお、評価は、原子力政策を適切な政策分野に区分し、その政策分野ごとに順次行う

（「原子力の研究、開発及び利用に関する政策評価実施要領」（平成１８年４月１１日

原子力委員会決定））こととしていることから、専門委員の指名においては、「原子力

政策大綱」の政策分野ごとに担当を決めることとする。 
 
３．検討内容 
① 原子力の研究、開発及び利用に関する政策の妥当性を評価する。 
② その他、原子力委員会が指示する事項について調査審議を行う。 

 
４．スケジュール 

４月１８日（火）に第１回会合を開催し、その後、順次会合を開催する。 
 
５．その他 
（１）政策評価部会の運営については、「専門委員」を「専門委員（評価する政策分野

を担当する専門委員に限る。）」と読み替えて、原子力委員会専門部会等運営規程

を準用する。ただし、同運営規程第２条の規定にかかわらず、部会長は原子力委員

会委員長が務めるものとする。 
（２）評価の実施に当たっては、「原子力の研究、開発及び利用に関する政策評価実施

要領」を適用する。 
以上 


